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1 調査概要

2

（１）調査の目的

都内学童クラブの状況や実施している取組・プログラム等の業務実態を把握し、都独自の新たな運営基準による東京都認証学童クラブ

制度創設の検討のための基礎資料を得ることを目的とする。

（2）調査の対象

東京都内の学童クラブ1,1０0施設（抽出）

（3）調査期間

令和６年６月28日から令和6年7月19日まで

（4）調査事項

①施設情報 ②学童クラブの状況等 ③職員の状況（職員配置・職員給与）

④人材の確保・定着・育成 ⑤実施しているプログラム（頻度・内容） ⑥提供しているサービス

⑦障害児等の受入れ状況 ⑧課題の優先度 ⑨その他

（5）調査方法

学童クラブに紙の依頼状を送付し、Webで回答

（6）集計の対象

453件（回収率41.1％） 設置主体：公設（388施設）、民設（65施設）
運営主体：区市町村（152施設）、社会福祉法人（82施設）、公益社団法人等（11施設）、特定非営利活動法人（21施設）、

運営委員会（4施設）、保護者会（1施設）、株式会社（171施設）、学校法人（4施設）、労働者協同組合（7施設）



2 調査結果（抜粋）
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（１）学童クラブの状況等

①育成支援において適切と考える１支援単位の登録児童数

の規模

育成支援において適切と考える１支援単位の登録児童数

の規模 は、「36人以上45人以下」の割合が41.7％と最

も高く、次いで「20人以上35人以下」が37.3％、「19人

以下」が11.9％となっている。

図 育成支援において適切と考える１支援単位の登録児童数の規模

全　体 　 (n=453) 11.9 37.3 41.7 7.7

1.1 0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

19人以下 20人以上35人以下 36人以上45人以下

46人以上70人以下 71人以上 無回答



2 調査結果（抜粋）
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（2）職員の状況（職員配置・職員給与）

①職員の平均の基本給（月額）

放課後児童支援員（常勤）の基本給（月額） は、「20万円～25

万円未満」の割合が38.0％と最も高く、次いで「15万円～20万

円未満」が29.6％、「25万円～30万円未満」が20.8％となって

いる。

放課後児童支援員（非常勤）の基本給（月額） は、「15万円～20

万円未満」の割合が26.4％と最も高く、次いで「10万円～15万

円未満」が25.7％、「５万円～10万円未満」が24.3％となってい

る。

図 職員の平均の基本給（月額）

3.周辺業務担当職員（非常勤）
　 (n=3)

4.その他（非常勤）
　 (n=6)

1.放課後児童支援員（常勤）
　 (n=216)

2.補助員（常勤）
　 (n=23)

3.周辺業務担当職員（常勤）
　 (n=1)

4.その他（常勤）
　 (n=8)

1.放課後児童支援員（非常勤）
　 (n=144)

2.補助員（非常勤）
　 (n=140)
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

5万円未満 5万円～10万円未満 10万円～15万円未満

15万円～20万円未満 20万円～25万円未満 25万円～30万円未満

30万円以上



2 調査結果（抜粋）
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（2）職員の状況（職員配置・職員給与）

②職員の平均の手当（月額）

放課後児童支援員（常勤）の手当（月額）は、 「５万円未満」の割

合が73.9％と最も高く、次いで「５万円～10万円未満」が18.3％、

「15万円～20万円未満」が3.3％となっている。

放課後児童支援員（非常勤）の手当（月額）は、 「５万円未満」の

割合が85.1％と最も高く、次いで「５万円～10万円未満」が

8.0％、「20万円～25万円未満」が6.9％となっている。

放課後児童支援員（補助員（常勤）の手当（月額）は、 「５万円未

満」の割合が94.4％と最も高く、次いで「30万円以上」が5.6％、

となっている。

図 職員の平均の手当（月額）

3.周辺業務担当職員（非常勤）
　 (n=6)

4.その他（非常勤）
　 (n=8)

1.放課後児童支援員（常勤）
　 (n=180)

2.補助員（常勤）
　 (n=18)

3.周辺業務担当職員（常勤）
　 (n=3)

4.その他（常勤）
　 (n=11)

1.放課後児童支援員（非常勤）
　 (n=87)

2.補助員（非常勤）
　 (n=90)
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5万円未満 5万円～10万円未満 10万円～15万円未満

15万円～20万円未満 20万円～25万円未満 25万円～30万円未満

30万円以上



2 調査結果（抜粋）
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（2）職員の状況（職員配置・職員給与）

③職員の平均の勤続年数

放課後児童支援員（常勤）の勤続年数は、「５年未満」の割合が

52.5％と最も高く、次いで「５年～10年未満」が19.8％、「10年

～15年未満」が12.4％となっている。

放課後児童支援員（非常勤）の勤続年数は、「５年未満」の割合が

39.5％と最も高く、次いで「５年～10年未満」が35.5％、「10年

～15年未満」が20.2％となっている。

図 職員の平均の勤続年数

3.周辺業務担当職員（非常勤）
　 (n=6)

4.その他（非常勤）
　 (n=6)

1.放課後児童支援員（常勤）
　 (n=202)

2.補助員（常勤）
　 (n=20)

3.周辺業務担当職員（常勤）
　 (n=1)

4.その他（常勤）
　 (n=7)

1.放課後児童支援員（非常勤）
　 (n=124)

2.補助員（非常勤）
　 (n=139)
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5年未満 5年～10年未満 10年～15年未満

15年～20年未満 20年以上



2 調査結果（抜粋）
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（2）職員の状況（職員配置・職員給与）

④育成支援において適切だと考える１支援単位の常勤職員数の

規模

育成支援において適切だと考える１支援単位の常勤職員数の規

模は、 「3人以上」の割合が67.5％と最も高く、次いで「２人」が

28.0％、「１人」が3.1％となっている。

（3）人材の確保・定着・育成

①人材確保のための対応（複数回答）

人材確保のための対応は、 「ホームページやチラシ等を作成し、

周知している」の割合が66.7％と最も高く、次いで「民間職業紹

介（求人情報誌や求人サイト等）を活用している」が63.8％、「ハ

ローワークを活用している」が53.6％となっている。

図 育成支援において適切だと考える１支援単位の常勤職員数の規模
図 学童クラブにおける人材確保のための対応

全　体 　 (n=453)

0.9

3.1 28.0 67.5 0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0人 1人 2人 3人以上 無回答

民間職業紹介（求人情報誌や求人サイト等）
を活用している

ハローワークを活用している

ホームページやチラシ等を作成し、
周知している

区市町村に協力を依頼し、募集を行っている

学校等での求人情報の掲載

その他

特に対応していない

無回答

63.8

53.6

66.7

17.7

26.3

15.0

2.2

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体全　体 (n=453)



2 調査結果（抜粋）
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（3）人材の確保・定着・育成

②従業員の不足状況

放課後児童支援員の不足状況は、「大いに不足」19.2％、「不足」

20.5％、「やや不足」25.4％を足した“不足計”の割合が65.1％、

「適当」が32.２％、「やや過剰」0.9％、「過剰」0.0％を足した“過

剰計”が0.9％、「非該当（必要としていない）」が1.5％となってい

る。

補助員の不足状況は、「大いに不足」17.0％、「不足」23.4％、

「やや不足」31.3％を足した“不足計”の割合が71.7％、「適当」が

24.1％、「やや過剰」0.7％、「過剰」0.0％を足した“過剰計”が

0.7％、 「非該当（必要としていない）」が3.3％となっている。

周辺業務を行う職員の不足状況は、「大いに不足」13.5％、「不

足」12.1％、「やや不足」9.7％を足した“不足計”の割合が35.3％、

「適当」が19.4％、「やや過剰」0.0％、「過剰」0.0％を足した“過剰

計”が0.0％、 「非該当（必要としていない）」が43.9％となってい

る。

①放課後児童支援員
　 (n=453)

②補助員
　 (n=453)

③周辺業務を行う職員
　 (n=453)

19.2

17.0

13.5

20.5

23.4

12.1

25.4

31.3

9.7

32.2

24.1

19.4

0.9

0.7

-

-

-

-

1.5

3.3

43.9

0.2

0.2

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大いに不足 不足

やや不足 適当

やや過剰 過剰

非該当（必要としていない） 無回答

図 学童クラブの従業員の不足状況



2 調査結果（抜粋）

9

（3）人材の確保・定着・育成

③人材確保の課題 （複数回答）

人材確保の課題は、 「学童クラブの運営にあたり、学童クラブ

が求める資格や経歴等を持った人材が集まらない」の割合が

50.8 ％と最も高く、次いで「学童クラブでの仕事に対する認知

度が低い」が49.7 ％、「若い人材からの応募が少ない」が

48.3％となっている。

図 人材確保の課題

学童クラブでの仕事に対する認知度が低い

採用活動に十分な体制や費用を
用意することが難しい

若い人材からの応募が少ない

学童クラブの運営にあたり、貴学童クラブが求め
る資格や経歴等を持った人材が集まらない

採用活動に関する効果的なノウハウを
蓄積していない

応募者が望むような賃金を
提示することが難しい

応募者が望むような労働条件（勤務日数や時間
外勤務の有無等）を提示することが難しい

その他

特にない

49.7

41.3

48.3

50.8

19.4

45.3

29.1

13.2

4.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体全　体 (n=453)
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（3）人材の確保・定着・育成

④従業員の定着状況

放課後児童支援員の定着状況は、 「定着率は低くない」の割合

が51.4％と最も高く、次いで「定着率が低く、困っている」が

37.1％、「定着率は低いが、困っていない」が6.6％となっている。

補助員の定着状況は、 「定着率は低くない」の割合が49.4％と

最も高く、次いで「定着率が低く、困っている」が36.4％、「定着率

は低いが、困っていない」が7.5％となっている。

周辺業務を行う職員の定着状況は、 「非該当（必要としていな

い）」の割合が54.1％と最も高く、次いで「定着率が低く、困ってい

る」が20.5％、「定着率は低くない」が17.9％となっている。

①放課後児童支援員
　 (n=453)

②補助員
　 (n=453)

③周辺業務を行う職員
　 (n=453)

37.1

36.4

20.5

6.6

7.5

5.7

51.4

49.4

17.9

4.6

6.2

54.1

0.2

0.4

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定着率が低く、困っている 定着率は低いが、困っていない

定着率は低くない 非該当（必要としていない）

無回答

図 従業員の定着状況

⑤人材定着の課題 （複数回答）

人材定着の課題は、 「人材の定着のために適切な賃金を設定す

ることが難しい」の割合が52.3％と最も高く、次いで「精神的な負

担が大きい」が48.3％、「学童クラブの職員として長期的に働く意

志のある人材が少ない」が47.7％となっている。

図 人材定着の課題

人材の定着のために適切な賃金を
設定することが難しい

学童クラブの職員として長期的に働く
意志のある人材が少ない

職場の人間関係に課題がある

業務量が多い

肉体的な負担が大きい

精神的な負担が大きい

その他

特にない

52.3

47.7

23.0

38.6

41.7

48.3

11.5

15.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体全　体 (n=453)
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（3）人材の確保・定着・育成

⑥学童クラブの従業員ごとの研修計画（育成計画）の作成状況

（複数回答）

従業員ごとの研修計画（育成計画）の作成状況は、「学童クラブ

の運営主体が研修計画（育成計画）を作成している」の割合が

76.8％と最も高く、次いで「学童クラブ独自に研修計画（育成計

画）を作成している」が26.5％、「特に作成していない」が14.1％

となっている。

⑦学童クラブにおける従業員向けの研修の実施状況

（複数回答）

従業員向けの研修の実施状況は、「定期的に区市町村が実施す

る研修を受講している」の割合が75.9％と最も高く、次いで「定

期的に学童クラブの運営主体が実施する研修を受講している」が

72.8％、「定期的に東京都が実施する研修（資質向上研修等）を受

講している」が46.4％となっている。

図 学童クラブの従業員ごとの研修計画（育成計画）の作成状況 図 学童クラブにおける従業員向けの研修の実施状況

学童クラブの運営主体が研修計画
（育成計画）を作成している

学童クラブ独自に研修計画
（育成計画）を作成している

その他

特に作成していない

無回答

76.8

26.5

7.1

14.1

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体全　体 (n=453)

定期的に区市町村が実施する
研修を受講している

定期的に東京都が実施する研修
（資質向上研修等）を受講している

定期的に学童クラブの運営主体が実施する
研修を受講している

定期的に貴学童クラブが独自に
研修を実施している

定期的に外部研修（１～４以外）に
参加している

特に研修は行っていない

無回答

75.9

46.4

72.8

37.7

17.9

1.3

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体全　体 (n=453)
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（3）人材の確保・定着・育成

⑧従業員の育成において重要と考えられる取組（複数回答）

従業員の育成において重要と考えられる取組は、「研修を実施す

ることが重要である」の割合が82.1％と最も高く、次いで「ＯＪＴを

実施することが重要である」が62.9％、「施設長といった他の職

員との意見交換が重要である」が60.5％となっている。

研修を実施することが重要である

ＯＪＴを実施することが重要である

自己啓発に取り組ませることが重要である

施設長といった他の職員との意見交換が
重要である

その他

特に実施する必要はない

82.1

62.9

43.3

60.5

9.3

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体全　体 (n=453)

図 従業員の育成において重要と考えられる取組

⑨従業員の育成が困難な理由 （複数回答）

従業員の育成が困難な理由は、「従業員に対して育成支援を行

うことができる職員はいるが、支援をする余裕がない」の割合が

51.7％と最も高く、次いで「積極的に従業員を研修に参加させた

いが、人材不足により参加させることが困難である」が43.9％、

「従業員に対して育成支援を行うことができるような職員がいな

い（不足している）」が35.3％となっている。

従業員に対して育成支援を行うことができる
ような職員がいない（不足している）

従業員に対して育成支援を行うことができる
職員はいるが、支援をする余裕がない

積極的に従業員を研修に参加させたいが、
人材不足により参加させることが困難である

従業員にスキルアップやキャリアアップの
意識がない

その他

特にない

無回答

35.3

51.7

43.9

30.9

9.9

14.3

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体全　体 (n=453)

図 従業員の育成が困難な理由
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（3）人材の確保・定着・育成

⑪「東京都福祉サービス第三者評価」をR7年度までに受審できない

理由 （複数回答）

「東京都福祉サービス第三者評価」をR7年度までに受審できな

い理由は、「その他」の割合が59.4％と最も高く、次いで「学童ク

ラブ内で対応する人員の調整が難しいため」が19.9％、「費用負

担の面で厳しいため」が16.1％となっている。

⑩「東京都福祉サービス第三者評価」の受審予定時期

「東京都福祉サービス第三者評価」の受審予定時期は、 「受審の

予定がない」の割合が75.1％と最も高く、次いで「Ｒ６年度中」が

11.0％、「Ｒ７年度中」が5.7％となっている。

図 「東京都福祉サービス第三者評価」の受審予定時期 図 「東京都福祉サービス第三者評価」をR7年度までに受審できない理由

評価者を確保することができないため

区市町村との調整に時間を要するため

学童クラブ内で対応する人員の調整が
難しいため

費用負担の面で厳しいため

その他

無回答

10.2

12.4

19.9

16.1

59.4

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体全　体 (n=372)

全　体 　 (n=453) 11.0 5.7

2.9

4.2 75.1 1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ６年度中 Ｒ７年度中 Ｒ８年度中

Ｒ９年度中 受審の予定がない 無回答
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（4）実施しているプログラム(頻度・内容）

①日々の活動における、児童に対する実施プログラム （複数回答）

日々の活動で、児童に対して行っているプログラムは、 「季節の

行事（クリスマスや誕生日会等）」の割合が93.4％と最も高く、次

いで「創作活動」が85.2％、「運動・スポーツ」が78.6％となって

いる。

創作活動

運動・スポーツ

食育

自然体験

伝承遊び

社会科見学

異文化交流

外国語学習

ＩＣＴ機器の活用

季節の行事（クリスマスや誕生日会等）

１～10以外、児童の育成に効果的と考える独
自のプログラム

特に何も行っていない

85.2

78.6

45.5

28.9

71.7

13.2

9.1

8.2

8.6

93.4

29.8

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体全　体 (n=453)

図 日々の活動における、児童に対する実施プログラム
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（4）実施しているプログラム(頻度・内容）

②プログラムの実施内容とおおよその年間実施回数

プログラムの実施内容とおおよその年間実施回数は、「運動・ス

ポーツ」が平均実施回数72.19回と最も高く、次いで「ICT機器の

活用」が63.92回、「自然体験」が41.59回となっている。

創作活動 (n=377)

運動・スポーツ (n=346)

食育 (n=196)

自然体験 (n=126)

伝承遊び (n=306)

社会科見学 (n=58)

異文化交流 (n=40)

外国語学習 (n=37)

ＩＣＴ機器の活用 (n=38)

季節の行事（クリスマスや誕生日会等）
(n=415)

１～10以外、児童の育成に効果的と考える
独自のプログラム (n=131)

28.67

72.19

31.69

41.59

37.94

4.31

20.65

19.54

63.92

12.16

37.96

0回 20回 40回 60回 80回 100回

全体平均　全体平均

図 プログラムの実施内容とおおよその年間実施回数



プログラムの指導が行うことができる
人材がいない（確保できない）

保護者の経済的負担が大きい

プログラムを企画・準備する時間がない

子供の安全を担保できない

実施する場所がない

実施するための経費が足りない

その他

課題はない

43.5

3.8

52.8

15.5

39.5

21.9

14.6

15.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
全　体 (n=453)
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（4）実施しているプログラム(頻度・内容）

④児童に対する様々なプログラムを実施する上で生じる課題

（複数回答）

児童に対する様々なプログラムを実施する上で生じる課題は、

「プログラムを企画・準備する時間がない」の割合が52.8％と最も

高く、次いで「プログラムの指導が行うことができる人材がいない

（確保できない）」が43.5％、「実施する場所がないが39.5％と

なっている。

③児童の健全育成にとって望ましいプログラムの実施回数

児童の健全育成にとって望ましいプログラムの実施回数は、 「１

か月に１回程度」の割合が45.3％と最も高く、次いで「週１回程

度」が22.7％、「それ以外」が11.9％となっている。

図 児童の健全育成にとって望ましいプログラムの実施回数 図 児童に対する様々なプログラムを実施する上で生じる課題

全　体 　 (n=453) 10.6 22.7 45.3 6.0

1.5 0.4

11.9 1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

毎日 週１回程度 １か月に１回程度

３か月に１回程度 半年に１回程度 １年に１回程度

それ以外 無回答
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（4）実施しているプログラム(頻度・内容）

⑤児童に対する様々なプログラムの企画運営において子供たちが

携わるための取組の実施状況 （複数回答）

児童に対する様々なプログラムの企画運営において子供たちが

携わるための取組の実施状況は、 「育成支援の過程で子供たちが

発していた意見を職員が適宜汲み取り、企画や運営に活かしてい

る」の割合が72.0％と最も高く、次いで「子供たちから定期的にア

ンケートをとったり、目安箱を設置するなどして意見を収集し、企

画や運営に活かしている」が39.1％、「子供会議等を実施し、子供

たちが話しあった内容を企画や運営に活かしている」が36.9％と

なっている。

育成支援の過程で子供たちが発していた
意見を職員が適宜汲み取り、

企画や運営に活かしている
子供たちから定期的にアンケートをとったり、

目安箱を設置するなどして意見を収集し、
企画や運営に活かしている

子供会議等を実施し、子供たちが話しあった
内容を企画や運営に活かしている

子供たちに企画・運営を任せている

その他

特になし

無回答

72.0

39.1

36.9

23.0

2.6

14.1

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体全　体 (n=453)

図 児童に対する様々なプログラムの企画運営において

子供たちが携わるための取組の実施状況
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（4）実施しているプログラム(頻度・内容）

⑥子供たちがプログラムの企画・運営に携わるような取組

において、児童の健全育成にとって有効と考えられる実

施頻度

子供たちがプログラムの企画・運営に携わるような取組

において、児童の健全育成にとって有効と考えられる実施

頻度は、 「１か月に１回程度」の割合が38.9％と最も高く、

次いで「３か月に１回程度」が22.7％、「半年に１回程度」

が10.6％となっている。

図 子供たちがプログラムの企画・運営に携わるような取組の、

児童の健全育成にとって有効と考えられる実施頻度

全　体 　 (n=453) 8.4 6.4 38.9 22.7 10.6 4.9 7.3

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

毎日 週１回程度 １か月に１回程度

３か月に１回程度 半年に１回程度 １年に１回程度

それ以外 無回答
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（5）障害児等の受入れ状況

①障害児の受け入れにおける課題 （複数回答）

障害児の受け入れにおける課題は、 「障害特性への対応力があ

る職員の育成が難しい」「個別対応が必要な障害児への職員の加

配などの充実が難しい」の割合が70.9％と最も高く、次いで「障

害等の専門的知識のある職員体制の確保が難しい」が69.8％、

「設備等の整備が難しい」が44.6％となっている。

図 障害児の受け入れにおける課題

設備等の整備が難しい

障害等の専門的知識のある職員体制の
確保が難しい

障害特性への対応力がある職員の
育成が難しい

個別対応が必要な障害児への
職員の加配などの充実が難しい

本人や保護者から特別な対応への
理解・協力を得られない

専門機関との連携や協力体制が不十分

その他

特になし

無回答

44.6

69.8

70.9

70.9

20.1

21.2

8.2

7.1

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体全　体 (n=453)
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（6）課題の優先度

①学童クラブ全体を通じた課題の優先度

学童クラブ全体を通じた課題の優先度は、子供たちへ提供する

プログラムの質の向上は、 「やや課題がある」の割合が53.0％と

最も高く、次いで「特に課題はない」が25.8％、「課題がある」が

18.8％となっている。

子供たち・保護者の利用しやすい環境整備は、 「やや課題があ

る」の割合が41.3％と最も高く、次いで「課題がある」が26.0％、

「特に課題はない」が21.4％となっている。

従業員の職場環境・処遇の改善は、 「課題がある」の割合が

32.7％と最も高く、次いで「喫緊の課題である」が31.1％、「やや

課題がある」が24.7％となっている。

適切な運営費の確保・運用は、 「特に課題はない」の割合が

32.0％と最も高く、次いで「やや課題がある」が28.5％、「課題が

ある」が24.5％となっている。

①子供たちへ提供する
プログラムの質の向上

　 (n=453)

②子供たち・保護者の
利用しやすい環境整備

　 (n=453)

③従業員の職場環境・
処遇の改善

　 (n=453)

④適切な運営費の
確保・運用
　 (n=453)

25.8

21.4

11.5

32.0

53.0

41.3

24.7

28.5

18.8

26.0

32.7

24.5

2.4

11.3

31.1

15.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特に課題はない やや課題がある 課題がある 喫緊の課題である

図 学童クラブ全体を通じた課題の優先度


